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１．はじめに

　ESG投資の拡大に伴い、企業の統合報告書にお

けるD&I（Diversity & Inclusion）を含む非財務

情報開示の戦略的意義が高まっている（KPMG

［2020］、Bloomberg Intelligence［2022］）。 し

かし、日本におけるD&I推進は、女性管理職比率

の低さ（14.6%、多くのOECD諸国は30%超）、

男女間賃金格差の大きさ（女性賃金は男性の

78.7%、OECD平均は88.4%）に加え、男性育児

休業取得率も17.1%にとどまるなど、依然として

課題が多い（内閣府［2024］）。こうした状況を

受け、日本では2023年３月期決算以降の有価証

券報告書から、内閣府令の改正（2023年１月）

により「女性管理職比率」「男性育児休業取得率」

「男女間賃金格差」の開示が義務化された。これ
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　2023年３月期決算企業686社の統合報告書から抽出した38,174人の人物画像に対しコンピュータービジョン
による画像分析を行い、性別・表情の視覚的D&I指標を定量化した上で、D&I指標とESG評価機関による人的資
本管理評価指標との関連を検証した。男女間賃金格差の是正や男性育児休業取得率の向上は、人的資本管理評価
指標と正に関連したが、業種と延べ掲載人数で調整した期待値超の女性掲載比率（視覚的強調の程度）は負の関
連を示し、視覚的表現と実態の整合性が評価機関で重視され得ることが示唆された。
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